
地域密着型金融への取組み状況
【平成31年4月1日～令和2年3月31日】



地域密着型金融とは、「金融機関とお客様との間で親密な関係を長く維持することに
よりお客様に関する情報を蓄積し、この情報を基に貸出金等の金融サービスの提供を行
うことで展開するビジネスモデル」と位置づけられています。

当金庫では、平成15年4月以降、2次4年に亘る｢金融再生プログラム｣、｢金融重点強
化プログラム｣を着実に遂行し、平成19年4月からは、地域密着型金融を恒久的な取り
組みと位置付け、地域の情報集積を活用した持続的な事業再生への取り組み、地域活性
化につながる貸出機能の強化及び中小企業のライフサイクルに沿った事業支援を進めて
まいりました。また、多様なサービスの提供、お客様の利便性の向上、地元社会へのお
手伝いを通じて地域との共存共栄を目指してまいりました。

平成31年4月からの取り組みにおいても、更なるきめ細かい対面営業の展開と地域の
各方面との連携強化、会員の皆様との信頼関係の強化、内部管理体制の整備と金融仲介
機能の発揮を推進してまいりました。

今後も引き続き、｢地域密着型金融の取り組み｣を深化させ、更なる地域金融の円滑
化、お客様への利便性・満足度の向上、信頼される健全経営の確保等に努めてまいりま
す。

令和元年度の取り組み状況を次の通り報告させていただきます。
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取り組み分野 取り組み項目 令和元年度の具体的取り組み計画 左記計画に対する令和元年度の実績

１．ライフサイクルに応じ
た取引先企業への支援
の更なる強化

（１）コンサルティング機能
の発揮

・創業・新規事業支援、経営改善、事
業再生支援、事業承継等、取引先の
ライフステージを適切・慎重に見極
めた上で、課題解決に向け支援しま
す。

・令和元年度の新規事業の創業先に対する融資は、
11件（11先）・59百万円の実績でした。

・経営改善支援取組み先114先に対して、原則、毎月
1回訪問し、経営相談や経営指導を行ないました。
また、月次損益や改善項目の進捗状況をヒアリング
し、計画達成度合を検証することで、フォローアッ
プに努めました。その結果、令和元年度は経営改善
支援取組み先のうち、債務者区分で4先、信用格付
で15先がランクアップとなりました。

・取引先の経営課題解決に向けて、外
部機関、専門家等と連携し、第三者
的な視点や専門的な知見・機能を積
極的に活用します。

・中小企業再生支援協議会へ相談案件として持込み
していた1先の計画が承認されました。また、富山
県中小企業診断協会及び認定支援機関税理士と連携
し、経営改善支援センター事業により、支援した先
の経営改善計画に同意しました。

・たかしんサポートセンター内で富山県よろず支援
拠点の毎月1回開催し、取引先の経営課題解決に取
り組みました。

（２）取引企業の技術・ノウ
ハウの発掘と深化、活
用策の支援

・取引先相互支援のため、全国各地の
ビジネスフェア等への参加を通じて、
マッチングの機会を増やします。

・しんきんビジネスフェア「北陸ビジネス街2019」
には、当庫取引先24先に出展していただきました。
また、埼玉縣信用金庫が主催するビジネスフェアへ
の参加等を通じ、お客様の支援に取り組みました。

・「たかしん商談会2020」を当庫本店で開催し、当
庫取引先45先と全国のバイヤー7社による112件の
商談を支援しました。
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取り組み分野 取り組み項目 令和元年度の具体的取り組み計画 左記計画に対する令和元年度の実績

２．事業価値を見極める融
資手法をはじめ、中小
企業に適した資金供給
手法の徹底

（１）中小企業者の資金調達
手法の多様化への対応

・大型融資には、シンジケートローン
等を活用し、新規取引先や既存取引
先の資金調達に柔軟に対応します。

・令和元年度のシンジケートローンの取扱いは、1件
57百万円でした。平成31年３月末の残高は8件422
百万円となっております。

・今後も積極的にシンジケートローンを活用し、大
口案件に対応していきます。

・不動産担保や保証に依存しない融資
として、動産・債権譲渡担保融資、
ABLや資本性借入金を活用し、新規融
資の促進を図ります。

・令和元年度の動産担保融資の取扱いは、1件5百万
円でした。

・取引先の要望や状況に応じ積極的に動産・債権譲
渡担保融資、ＡＢＬ等を活用し、不動産担保や保証
に依存しない新規融資の促進を図ります。

（２）地公体や商工団体、関
係機関との連携の強化

・中部経済産業局・新世紀産業機構・
市・商工会議所・商工会等と連携し、
補助金を含む各種支援事業を取引先
に提案して活用を図ります。

・中小企業基盤整備機構、高岡市、高岡商工会議所、
高岡市商工会、当金庫の5機関に富山県よろず支援
拠点を加えた会合を2回実施し、情報交換等を行い
ました。

・取引先の経営課題を支援するため、「たかしん中
小企業支援プラットフォーム」の中から中小企業庁
の「中小企業、小規模事業者ビジネス創造等支援事
業」を活用した専門家派遣を8先に対し19回実施し
ました。

・地域の関係機関と継続的に意見交換
を実施し、国や地公体等の各種補助
金や支援策等の理解を深めるととも
に、取引先への周知・活用を図りま
す。

・中小企業基盤整備機構、高岡市、高岡商工会議所、
高岡市商工会と当金庫の5機関による会合を2回実施
し、情報交換等を行いました。

（３）取引先の問題解決に向
けた外部機関の活用と
人材育成

・地公体・商工会議所・商工会・中小
企業再生支援協議会等の外部機関や
税理士、弁護士、公認会計士、中小
企業診断士等の専門家と連携して、
経営改善や企業再生等に取り組みま
す。

・経営コンサルティング会社と連携し、契約先1社に
対し、生産技術面でのノウハウ提供と経営改善支援
に取り組んでいます。

・富山県中小企業診断協会との連携により無料経相
談会を開催した他、特許庁の支援制度を活用し、1
先の「知財ビジネス評価書」を無料で作成しました。

・所管部と営業店は、外部機関や専門
家が実施する取組みに参加し、ノウ
ハウを取得します。

・「たかしん中小企業支援プラットフォーム」の中
から中小企業庁の「中小企業、小規模事業者ビジネ
ス創造等支援事業」を活用した取引先へ派遣する専
門家に、当金庫職員を帯同させ、ノウハウの取得に
努めました。
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取り組み分野 取り組み項目 令和元年度の具体的取り組み計画 左記計画に対する令和元年度の実績

３．地域の情報集積を活用
した持続可能な地域経
済への貢献

（１）多重債務者問題への対
応

・多重債務者向けの相談窓口を継続し、
住宅ローンの返済条件変更や多重債
務に関する相談に対応していきます。

・金融円滑化窓口を設置し、住宅ローンの返済条件
の変更や多重債務に関する相談に対応しました。

（２）目利き能力と融資対応
能力の向上

・企業の財務データや担保・保証に必
要以上に依存することなく、事業の
内容や成長可能性等を適切に評価す
る「事業性評価」に積極的に取組み
ます。また、企業の将来性・技術力
等を的確に評価できる目利き能力や
コンサルティング能力を向上させ、
企業や地域産業の成長支援、事業再
生・中小零細企業金融の円滑化に対
応できる人材の育成に努めます。

・令和元年度は、企業の財務データや担保・保証に
必要以上に依存せず事業の内容や成長可能性等を適
切に評価して行う「事業性評価融資」を、173先の
お客さまに対し7,167百万円実行しました。

・また、職員の目利き能力向上やコンサルティング
能力向上を目的に、融資担当役席を対象とした融資
能力レベルアップ研修を3回実施し、地域の活性化
に貢献できる人材の育成に努めました。

・コンサルティング機能を高め、より
一層課題解決機能を発揮するため、
たかしんサポートセンターの充実・
強化を図ります。

・また、課題解決能力を有する人材を
育成するため、中小企業診断士資格
取得を促進しています。一次試験合
格者は、中小企業大学校への派遣を
予定しています。

・本部関連部署と連携して、営業店全
役席（営業部店長、各担当役席）を
対象としたマネジメント研修（マネ
ジメント手法、部下育成と意欲向上
策、コンプライアンス、リスク管理
等）を実施し、マネジメント力の向
上を図ることにより、円滑な業務態
勢の構築を図ります。

・コンサルティング機能の向上を図り、幅広く活用
するため、たかしんサポートセンターに在籍する
セールスリーダーを3名から6名に増員しました。ま
た、コンサルティング機能のさらなる向上を図るべ
く、人材の育成・質的向上に努めました。

・令和元年度は、職員1名が中小企業診断士資格一次
試験に合格しました。合格者は令和2年度下期に中
小企業大学校への派遣を予定しています。

・監査部・コンプライアンス部と連携し、令和元年8
月に営業部店長・各担当役席を対象とした「マネジ
メント研修」を開催しました。本研修においては、
管理者に求められるマネジメント能力の向上、地域
密着型金融の原点に対する認識の徹底を図りました。

（１）法令等遵守の徹底

・市民社会の秩序や安全に脅威を与え
る反社会的勢力と対決し、被害を防
止するため、取引を含めた一切の関
係を遮断し、不当要求等に対しては
断固拒絶いたします。また、警察や
外部専門機関との十分な連携により
対応を強化します。

・反社会的勢力の範囲を明確化するとともに、反社
会的勢力との取引解約については、警察からの正式
回答を得て、常勤役員会で当金庫の解約意思を決定
し、顧問弁護士との綿密な打ち合わせの上、取引解
約交渉を行う態勢としています。

・営業店への臨店指導を強化するとと
もに、役職員に対して法令等遵守に
関する指示の徹底とその実施状況に
ついて事後の検証を行います。

・全営業店に対する臨店勉強会やコンプライアン
ス・アシスタントを対象とした研修会を年３回実施
し、法令等遵守等に関連した指導を行いました。ま
た、事務処理態勢の監査等を通じて事後検証を行い、
再発防止等について指導しました。
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取り組み分野 取り組み項目 令和元年度の具体的取り組み計画 左記計画に対する令和元年度の実績

４．その他

（１）法令等遵守の徹底

・｢改正犯罪収益移転防止法｣及び｢組織
犯罪処罰法｣に則り、庫内関連規則で
ある｢マネー・ローンダリング防止対
策事務取扱要領｣等に従って、取引時
確認、疑わしい取引の届出等を適切
に行います。また、振り込め詐欺の
発生を防止するとともに、｢振り込め
詐欺救済法｣に基づき、被害回復分配
金の支払手続を遅延なく行います。
また、「外国口座税務コンプライア
ンス法」・「租税条約等の実施に伴
う所得税法、法人税法及び地方税法
の特例等に関する法律（実特法）」
に則り、「外国口座税務コンプライ
アンス法ＦＡＴＣＡ遵守規程」・
「ＣＲＳ対応実施要領」等に従って
手続きを適切に行ないます。

・営業店は、毎営業日「不正・風評等取引監視日
報」を検証し、疑わしい取引に該当する可能性があ
る場合は、速やかにコンプライアンス部に報告して
います。コンプランス部は、営業店からの報告に基
づき、「マネー・ローンダリング防止対策事務取扱
要領」に従って、金融庁への届出を行っています。

・「外国口座税務コンプライアンス法」に基づき策
定した「外国口座税務コンプライアンス法ＦＡＴＣ
Ａ遵守規程」等に従い、適切に手続き・報告を行っ
ています。また、「租税法及び地方税法の特例に関
する法律（実特法）」改正に伴って導入された「共
通報告基準（ＣＲＳ）」に基づき「ＣＲＳ対応実施
要領」を策定し、適切に手続き・報告を行っていま
す。

（２）店舗の利便性の向上
・昭和支店の利便性をより一層向上さ
せるため、リニューアル工事を実施
いたします。

・お客様がゆっくりくつろげる空間を実現するため、
店舗ロビーを従来42.8㎡から93.84㎡へと約2倍に拡
張し、ミーティングコーナーも確保しました。

（３）地域のお客様との関係
強化と、 意見・要望を
業務に反映させる体制
強化

・役員の営業店担当制を深化させ、会
員・親睦会との関係を強化すること
で、お客様より率直な意見・要望を
くみ取る体制を整備します。

・全支店を専務理事以下6名の理事で分担し、月1回
以上の支店長との取引先訪問や、親睦会行事へ参加
等を通じお客さまとの関係強化に努めました。

・訪問を通じて得られた、お客さまの意見・要望等
を、定期的に理事会へ報告し、全役員による共有と
意見・要望に対し素早い対応ができるよう努めまし
た。
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（２）個人保証・不動産担保に過度に依存しない融資の取り組み計画

（１）ライフサイクルに応じた支援強化の取り組み計画

(※1)経営改善支援取り組み率

＝経営改善支援取り組み先数÷正常先除く期初債務者数

(※2)経営改善支援取り組み先の再生計画策定率

＝再生計画策定先数÷経営改善支援取り組み先数

(※3)経営改善支援取り組み先のランクアップ率

＝支援先の債務者区分ランクアップ先数÷経営改善支援取り組み先数

1. 主要計数

項目 令和2年3月末目標 令和2年3月末実績

経営改善支援取り組み率 36.0% 32.5％

経営改善支援取り組み先の再生計画策定率 86.0% 82.0％

経営改善支援取り組み先のランクアップ率 5.0% 2.9％

創業・新規事業支援融資実績(件数・金額) 20件・250百万円 11件・59百万円

項目 令和2年3月末目標 令和2年3月末実績

動産・債権譲渡担保融資実績(件数・金額) 2件・20百万円 1件・5百万円

財務制限条項活用融資実績(件数・金額) 2件・200百万円 1件・57百万円
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2. その他の数値目標

項目 令和2年3月末目標 令和2年3月末実績

経営改善支援取り組み先数 140先 114先

経営改善支援先の債務者区分ランクアップ先数 10先 4先

経営改善支援先の信用格付ランクアップ先数 25先 15先

コンサルティング提携企業先数 5先 1先

新規開業支援企業先数 20先 11先

新規分野進出支援企業先数 10先 0先

私募債取扱企業先数 1先 1先

シンジケートローン取扱企業先数 2先 1先
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○事業承継・事業性評価に対する取組み等
令和元年11月6日（水）信金キャピタル株式会社から講師を招き、「M&A業務推進セミ

ナー」を開催しました。また、令和2年3月5日（木）には、特許庁知財金融促進事業により、
「知財金融促進 セミナー」を開催し、知財を切り口とした事業性評価による融資や本業支
援に関する対応能力向上を図りました。
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○「たかしん商談会2020の開催」
令和2年2月26日（水）当庫本店において、全国からバイヤーを招いて独自の商談会を開

催しました。当日は、7社のバイヤーが当庫お取引先45社と面談、112件の商談を行い、県
外に向けた販路開拓を支援しました。


